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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第108期
第１四半期
連結累計期間

第109期
第１四半期
連結累計期間

第108期

会計期間
自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日

自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日

自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日

売上高 (百万円) 5,198 4,766 18,918

経常利益 (百万円) 384 290 462

四半期(当期)純利益 (百万円) 364 254 417

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 371 309 342

純資産額 (百万円) 4,524 5,215 4,983

総資産額 (百万円) 16,705 15,993 14,980

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 34.26 21.50 38.15

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.1 32.6 33.3

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　第108期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

（情報システム事業・その他事業）

平成24年３月31日付で、連結子会社であった株式会社正興商会（情報システム・その他）を存続会社とし、連結子

会社であった正興コーポレートサービス株式会社（その他）を消滅会社とする吸収合併を行い、株式会社正興サー

ビス＆エンジニアリング（情報システム・その他）に商号を変更しております。

 

この結果、平成24年３月31日現在では、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社７社及び関

連会社１社で構成されることとなりました。

EDINET提出書類

株式会社正興電機製作所(E01760)

四半期報告書

 3/19



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災の復旧など緩やかに持ち直す動きもみら

れたものの、欧州の財政・金融不安、長期化する円高の影響、更には原油を中心とした資源価格の高騰など、企業

を取り巻く環境は依然として不透明な状況で推移いたしました。

このような状況の中、当社グループは今年度よりスタートした新中期経営計画（ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ　ＳＥＩ

ＫＯ　ＩＣ　２０１４）の『グループ総合力を発揮できる経営基盤を構築し、社会インフラ事業を中核とした高

収益企業への変革を目指す』を基本方針に、５つの重点課題（①事業戦略 ②コア技術戦略 ③グループ経営基

盤戦略 ④人材マネジメント戦略 ⑤ＣＳＲ経営の推進）に取り組んでまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、前年同四半期は電力システムにおいて総合制御所システムな

どの大口受注があった為、受注高は3,791百万円（前年同四半期比　21.6％減）、売上高は4,766百万円（同　

8.3％減）となりました。

損益につきましては、営業利益は265百万円（同　27.0％減）、経常利益は290百万円（同　24.6％減）、四半期

純利益は254百万円（同　30.1％減）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

（電力システム事業）

　　　配電自動化システムやリプレース・メンテナンス市場に注力してまいりましたが、設備計画の延期などの影響に

より、受注高は1,614百万円（前年同四半期比　44.5％減）、売上高は1,305百万円（同　16.2％減）となりまし

た。
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（社会システム事業）

　　　産業関連は依然として設備投資の抑制により低調に推移いたしましたが、官公庁向けにおきましては水処理関連

のインフラ設備や震災復興案件の取込みにより、受注高は1,355百万円（前年同四半期比　39.3％増）、売上高は

2,566百万円（同　3.8％減）となりました。

 

（情報システム事業）

　　　システムの受託開発分野において金融向けは堅調に推移しましたが、前年同四半期に対しエネルギー会社向けが

減少したため、受注高は412百万円（前年同四半期比　11.9％減）、売上高は377百万円（同　20.3％減）となりま

した。

 

（その他事業）

　　　産業関連の設備投資の延期や厳しい価格競争が続き、受注高は410百万円（前年同四半期比　16.0％減）、売上高

は517百万円（同　3.4％増）となりました。

 (2) 財政状態の分析

（流動資産）

　　当第１四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、前連結会計年度末と比較して975百万円増加の11,994百万円

となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が1,241百万円増加したことによるものであります。

（固定資産）

　　当第１四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、前連結会計年度末と比較して37百万円増加の3,999百万円と

なりました。これは主に、有形固定資産が減価償却等により37百万円減少したものの、投資有価証券が時価の上

昇等により77百万円増加したことによるものであります。

（流動負債）

　　当第１四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、前連結会計年度末と比較して833百万円増加の8,831百万円

となりました。これは主に、支払手形及び買掛金が641百万円減少したものの、短期借入金が1,353百万円増加し

たことによるものであります。

（固定負債）

　　当第１四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、前連結会計年度末と比較して51百万円減少の1,947百万円と

なりました。これは主に、退職給付引当金が支払等により24百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

　　当第１四半期連結会計期間末の純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して232百万円増加の5,215百万円と

なりました。これは主に、利益剰余金が四半期純利益の計上等により177百万円増加したことやその他有価証券

評価差額金が時価の上昇により70百万円増加したことによるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は37百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,953,69511,953,695福岡証券取引所 単元株式数100株

計 11,953,69511,953,695― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年１月１日～
平成24年３月31日

― 11,953 ― 2,323 ― 1,603

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

   平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  121,300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,818,700118,187 ―

単元未満株式 普通株式     13,695― ―

発行済株式総数 11,953,695― ―

総株主の議決権 ― 118,187 ―

(注)　１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式12株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権９個）が含まれて

おります。

 

② 【自己株式等】

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社正興電機製作所

福岡市博多区東光二丁目
７番25号

121,300― 121,300 1.01

計 ― 121,300― 121,300 1.01

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年１月１日から平

成24年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年１月１日から平成24年３月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,672 1,676

受取手形及び売掛金 ※１
 7,054

※１
 8,296

有価証券 138 114

商品及び製品 232 70

仕掛品 1,576 1,505

原材料 220 221

その他 183 170

貸倒引当金 △60 △59

流動資産合計 11,018 11,994

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,746 1,723

その他（純額） 829 814

有形固定資産合計 2,575 2,538

無形固定資産 131 129

投資その他の資産

投資有価証券 1,177 1,254

その他 82 81

貸倒引当金 △5 △4

投資その他の資産合計 1,254 1,331

固定資産合計 3,961 3,999

資産合計 14,980 15,993

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,362 3,720

短期借入金 2,451 3,804

未払法人税等 37 13

賞与引当金 － 192

工事損失引当金 － 27

その他 1,146 1,072

流動負債合計 7,997 8,831

固定負債

退職給付引当金 1,704 1,680

その他 294 266

固定負債合計 1,999 1,947

負債合計 9,997 10,778
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,323 2,323

資本剰余金 1,640 1,640

利益剰余金 1,151 1,329

自己株式 △52 △52

株主資本合計 5,063 5,240

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △85 △15

為替換算調整勘定 5 △10

その他の包括利益累計額合計 △80 △25

純資産合計 4,983 5,215

負債純資産合計 14,980 15,993
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 5,198 4,766

売上原価 4,149 3,811

売上総利益 1,049 955

販売費及び一般管理費 686 690

営業利益 363 265

営業外収益

受取利息 0 0

為替差益 14 24

貸倒引当金戻入額 12 4

その他 10 12

営業外収益合計 37 41

営業外費用

支払利息 8 10

その他 6 6

営業外費用合計 15 16

経常利益 384 290

特別損失

投資有価証券評価損 1 －

固定資産廃棄損 － 19

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

特別損失合計 13 19

税金等調整前四半期純利益 371 270

法人税、住民税及び事業税 6 6

法人税等調整額 0 9

法人税等合計 7 15

少数株主損益調整前四半期純利益 364 254

四半期純利益 364 254
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 364 254

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △0 70

為替換算調整勘定 7 △15

その他の包括利益合計 7 54

四半期包括利益 371 309

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 371 309

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日)

連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間において、平成24年３月31日付で、連結子会社であった株式会社正興商会を存続会社

とし、連結子会社であった正興コーポレートサービス株式会社を消滅会社とする吸収合併を行い、株式会社正興

サービス＆エンジニアリングに商号を変更しております。

　この結果、平成24年３月31日現在では、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社７社及び

関係会社１社で構成されております。
 

 

 

【追加情報】

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
 

 

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年３月31日)

※１　連結会計年度末日満期手形の会計処理

期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理し

ております。従って、当連結会計年度末日は、金融機

関の休業日のため、期末日満期手形が次の科目に含

まれております。

 

受取手形 17百万円

　

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

四半期連結会計期間末日満期手形は手形交換日を

もって決済処理しております。従って、当第１四半期

連結会計期間末日は、金融機関の休業日のため、四半

期連結会計期間末日満期手形が次の科目に含まれて

おります。

受取手形 29百万円

　
２ 受取手形裏書譲渡高 1百万円

　
２ 受取手形裏書譲渡高 21百万円

　
 

(四半期連結損益計算書関係)

 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
 至　平成24年３月31日)

当社グループの売上高は、事業の性質上、第１四半期連

結会計期間及び第４四半期連結会計期間の売上高が他

の四半期連結会計期間と比較して多くなる傾向があり

ます。

同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
 至　平成24年３月31日)

減価償却費 54百万円
　

減価償却費 56百万円

のれんの償却額 22百万円

 

(株主資本等関係)

 
前第１四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日)

 

１.　配当金支払額

　
決議 株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日
定時株主総会

普通株式 53 5.00平成22年12月31日平成23年３月31日利益剰余金

 

　
２.　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日)

 

１.　配当金支払額

　
決議 株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年２月17日
取締役会

普通株式 76 6.50平成23年12月31日平成24年３月15日利益剰余金

 

　
２.　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日) 

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
 

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

電力
システム

社会
システム

情報
システム

計

売上高         

　外部顧客への売上高 1,5562,667 473 4,698 500 5,198 ― 5,198

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― 16 54 71 235 306 △306 ―

計 1,5562,684 528 4,769 736 5,505△306 5,198

セグメント利益又は
損失（△）

128 255 27 412 △49 363 ― 363

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、制御機器、電子装置、(高分子/液晶)複合膜

フィルム等の製造販売、汎用電気品等の販売であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日) 

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
 

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

電力
システム

社会
システム

情報
システム

計

売上高         

　外部顧客への売上高 1,3052,566 377 4,249 517 4,766 ― 4,766

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

0 2 53 56 213 270 △270 ―

計 1,3052,568 431 4,305 731 5,036△270 4,766

セグメント利益又は
損失（△）

111 171 5 287 △22 265 ― 265

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、制御機器、電子装置、(高分子/液晶)複合膜

フィルム等の製造販売、汎用電気品等の販売であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
 至　平成24年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 34円26銭 21円50銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(百万円) 364 254

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 364 254

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,632 11,832

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

平成24年２月17日開催の取締役会において、平成23年12月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

期末配当を行うことを決議しております。

① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　76百万円

② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　６円50銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成24年３月15日

EDINET提出書類

株式会社正興電機製作所(E01760)

四半期報告書

17/19



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 平成24年５月10日

株式会社正興電機製作所

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　白　　水　　一　　信　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　中　　野　　宏　　治　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社正
興電機製作所の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成24年
１月１日から平成24年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年１月１日から平成24年３月31日まで)
に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及
び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適性に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社正興電機製作所及び連結子会社の平成24年３月31
日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ
せる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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